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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第10期
第１四半期
累計期間

第11期
第１四半期
累計期間

第10期

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成22年10月１日
至平成23年９月30日

売上高　　　　　　　　　　　　　　 （千円） 712,148 343,181 1,992,470

経常利益　　　　　　　　　　　　　 （千円） 372,994 45,613 967,991

四半期（当期）純利益　　　　　　　 （千円） 208,650 22,034 557,459

持分法を適用した場合の投資利益　

　
（千円） － － －

資本金　　　　　　　　　　　　　　 （千円） 332,905 334,105 334,105

発行済株式総数　　　　　　　　　　  （株） 1,231,300 7,411,800 2,470,600

純資産額　　　　　　　　　　　　　 （千円） 1,607,714 1,807,917 1,958,833

総資産額　　　　　　　　　　　　　 （千円） 2,451,478 8,566,855 6,589,604

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

 （円） 28.24 2.97 75.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額　

 （円）　 26.58 2.85 71.71

１株当たり配当額  （円） － － 70.00

自己資本比率  （％） 65.6 21.1 29.7

　（注）１． 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２． 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３． 当社には関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４． 当社は、平成23年４月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を実施し、また、平成23年11月１日付

で、普通株式１株につき３株の株式分割を実施しております。

５． 当第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22

年６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  

平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号  平成

22年６月30日）を適用しております。この適用により、平成23年４月１日および平成23年11月１日に行った

株式分割は、前事業年度の期首に行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に

おける異動もありません。

　なお、当第１四半期累計期間において、Ｍ＆Ａ仲介業は、Ｍ＆Ａアドバイザリー業に名称変更しております。　　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析　

売上高　

（タックス・リース・アレンジメント事業）

　当第１四半期累計期間における世界経済は、欧州債務問題等により、金融資本市場の不安定な状況が増しており、

また日本経済も、東日本大震災の影響、世界経済の不安定化、円高の進展等により、厳しい状況が増しております。

　このように厳しさのある経営環境のもと、当社は、より一層の信用力の向上を図るため、平成23年10月３日に東京

証券取引所市場第二部に上場を果たしました。また、オペレーティング・リース事業の組成面につきましては、そ

の組成能力の強化を図るため、組成部門の人員強化、欧州の一流航空会社を含めた海外賃借人・海外金融機関の新

規開拓、資金調達力の向上を図りました。

　特に資金調達力の向上につきましては、コミットメントライン契約の資金調達枠を、従来の30億円から44.5億円

に増額した他、その他金融機関との取引拡大を行いました。

　また、匿名組合契約に基づく権利（出資金）の販売面につきましては、営業部門の人員強化、紹介者との提携強化

による販売ネットワークの強化を図りました。特に紹介者との提携強化につきましては、従来からの会計事務所に

加えて、地方銀行、証券会社からの紹介実績が拡大しつつあります。　

　これらの施策の結果、オペレーティング・リース事業の組成金額は、10,585百万円(前年同期比4.8％減）となり、

概ね前年同期の水準となりました。

　一方、匿名組合契約に基づく権利の販売額につきましては、2,346百万円（前年同期比53.9％減）となりました。

　前年同期比で大幅な減少となったのは、前第１四半期累計期間は、景況感の回復、法人税率の引き下げ見通し等を

背景とした特需の発生により、第２四半期会計期間の販売予定分を前倒しで販売したことにより、匿名組合契約に

基づく権利の販売額が従来に比べて5,088百万円と大幅な増加となったもので、当第１四半期累計期間は、投資家

の需要は底堅く推移しているものの、前第１四半期累計期間のような特需の発生はなく、匿名組合契約に基づく権

利の販売額が、2,346百万円となったためであります。

　上記の結果、タックス・リース・アレンジメント事業の売上高は、316百万円（前年同期比55.3％減）となりまし

た。　　

（その他事業）

　タックス・リース・アレンジメント事業以外のその他事業の売上高は、人員強化・提携推進等の各種施策の効果

により、26百万円（うち保険仲立人業20百万円）と前第１四半期累計期間の3百万円から増加しました。　　

　(注） その他事業には、保険仲立人業、Ｍ＆Ａアドバイザリー業、金融商品仲介業、銀行代理業が含まれます。当第１四半期累計期間よ

り、Ｍ＆Ａ仲介業は、Ｍ＆Ａアドバイザリー業に名称変更いたしました。　　

  上記の結果、当第１四半期累計期間における売上高は、343百万円（前年同期比51.8％減）となりました。　
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売上原価／販売費及び一般管理費　

　売上原価につきましては、紹介者への支払手数料が減少したこと等から、39百万円（前年同期比70.0％減）とな

りました。

　販売費及び一般管理費は、業容拡大による人員の増加、東京証券取引所への新規上場関連費用の負担等により、

225百万円（前年同期比35.6％増）となりました。　

営業利益　

　上記の結果、営業利益は78百万円（前年同期比81.1％減）となりました。　

営業外収益／営業外費用　

　営業外収益は、投資家から収受している商品出資金の立替利息である受取利息14百万円（前年同期比51.1％

増）、為替差益17百万円（前年同期0百万円）の計上等により、32百万円（前年同期比208.3％増）となりました。

　営業外費用は、支払利息18百万円（前年同期比389.0％増）、シンジケートローン支払手数料等47百万円（前年同

期比3.3％減）の計上等により、65百万円（前年同期比23.9％増）となりました。　

経常利益／四半期純利益　

　上記の結果、経常利益は45百万円（前年同期比87.8％減）、法人税等を控除した四半期純利益は22百万円（前年

同期比89.4％減）となりました。  　

　(注）　当社の事業セグメントは、単一セグメントとしておりますので、売上高については、事業セグメント別ではなく、提供するサービ

スで区分した事業別に記載しております。

(2) 財政状態の分析　

　当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ、1,977百万円増加し、8,566百万円となりました。これ

は主に、資金調達力の拡大を背景に、組成を積極的に進め、商品出資金が、1,888百万円増加したことによるもので

あります。

　負債合計は、前事業年度末に比べ、2,128百万円増加し、6,758百万円となりました。これは、主に商品出資金の取得

原資としての短期借入金が1,576百万円、１年内返済予定の長期借入金が448百万円増加したことによるものであ

ります。

　純資産合計につきましては、前事業年度末に比べ、150百万円減少し、1,807百万円となりました。これは主に、四半

期純利益22百万円を計上したものの、前事業年度末を基準日とする配当の実施により172百万円減少したことによ

るものであります。　　　　　　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。　

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。　

(5）従業員数

　当第１四半期累計期間において、業容拡大による期中採用を行ったことにより、従業員数は、前事業年度末の33名

から41名に増加しております。　

 　　(注）　当社の事業セグメントは、単一セグメントとしておりますので、セグメント別の記載は行っておりません。　

(6）生産、受注および販売の状況

  当第１四半期累計期間の状況につきましては、(1)経営成績の分析をご参照ください。　　　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 7,411,800 7,411,800
東京証券取引所

市場第二部　　

普通株式は完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元株式数

は100株であります。　

計 7,411,800 7,411,800 － －

（注） 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）については、平成23年12月７日に上場廃止の申請を行い、平成24年

１月22日に上場廃止となっております。　

　　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年11月１日(注)　4,941,2007,411,800 － 334,105 － 284,105

（注）株式分割（１：３）によるものであります。　

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。　
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

 ①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －  －

議決権制限株式（自己株式等） － －  －

議決権制限株式（その他） － －  －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式）　

普通株式　　　　　　200
－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　2,469,800 24,698 同上

単元未満株式 普通株式　　　　　　600 － (注１)

発行済株式総数   2,470,600 － －

総株主の議決権 － 24,698 －

 (注）１．「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式16株が含まれております。

　２． 平成23年11月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を実施しております。その結果、発行済株式総数は、

7,411,800株となりました。　

　３． 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は690株であり、完全議決権株式が600株、単元未満株式が90株で

あります。

　　

 ②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＦＰＧ
東京都千代田区

丸の内二丁目３番２号
200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

（注） 平成23年11月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を実施しております。その結果、自己名義所有株式数は

600株となりました。

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間（平成23年10月1日から平成23

年12月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年10月1日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、新日本有限責任監査法人より四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社では、匿名組合事業の営業者である子会社については「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す

る規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第１項第２号により、連結の範囲に含めることにより、利害関係者の

判断を著しく誤らせるおそれがあると認められること、またそれ以外の子会社については、同規則第５条第２項に

より、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、同規則第５条第２項による判断に際しての資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合

は以下のとおりであります。

  資産基準　　　　　1.0％

  売上高基準　　　　0.0％

  利益基準　　　　△2.4％

  利益剰余金基準　△1.1％　　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,226,322 2,268,237

売掛金 19,040 17,956

貯蔵品 1,549 1,124

商品出資金 3,749,247 5,637,963

繰延税金資産 104,263 133,061

その他 108,614 128,766

流動資産合計 6,209,037 8,187,110

固定資産

有形固定資産 94,505 93,920

無形固定資産 1,909 1,537

投資その他の資産 284,151 284,287

繰延税金資産 26,817 24,506

その他 257,334 259,780

固定資産合計 380,566 379,745

資産合計 6,589,604 8,566,855

負債の部

流動負債

買掛金 13,704 29,953

短期借入金 3,637,800 5,214,450

1年内返済予定の長期借入金 10,164 458,497

1年内償還予定の社債 20,000 20,000

未払法人税等 229,472 51,604

前受金 461,812 679,149

賞与引当金 42,589 17,008

その他 123,604 197,473

流動負債合計 4,539,147 6,668,136

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 874 －

資産除去債務 20,749 20,802

固定負債合計 91,623 90,802

負債合計 4,630,770 6,758,938

純資産の部

株主資本

資本金 334,105 334,105

資本剰余金 284,105 284,105

利益剰余金 1,340,902 1,190,010

自己株式 △280 △304

株主資本合計 1,958,833 1,807,917

純資産合計 1,958,833 1,807,917

負債純資産合計 6,589,604 8,566,855
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 712,148 343,181

売上原価 130,405 39,138

売上総利益 581,743 304,043

販売費及び一般管理費 ※
 166,154

※
 225,351

営業利益 415,589 78,691

営業外収益

受取利息 9,387 14,184

為替差益 10 17,809

その他 1,279 924

営業外収益合計 10,677 32,918

営業外費用

支払利息 3,694 18,063

支払手数料 49,578 47,933

営業外費用合計 53,272 65,996

経常利益 372,994 45,613

特別損失

固定資産除却損 127 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 6,362 －

特別損失合計 6,490 －

税引前四半期純利益 366,504 45,613

法人税、住民税及び事業税 84,105 50,066

法人税等調整額 73,748 △26,488

法人税等合計 157,853 23,578

四半期純利益 208,650 22,034
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【会計方針の変更等】

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日）及

び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を適用しておりま

す。

　この適用により、平成23年４月１日及び平成23年11月１日に行った株式分割は、前事業年度の期首に行われたと仮定し

て、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定しております。

　なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。

　

　

【追加情報】

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年９月30日）

当第１四半期会計期間
（平成23年12月31日）

　当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行とシンジケーション方式のコ

ミットメントライン契約を締結しております。この契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は以下のとおりであ

ります。　

コミットメントラインの総額 3,000,000千円

借入実行残高 1,950,000千円

差引額 1,050,000千円

　 

　なお、上記コミットメントライン契約には、以下の財務制

限条項が付されております。

①　平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２

四半期会計期間末日における単体の貸借対照表に記載

される純資産の部の合計金額を、平成21年９月期末日

における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

②　平成22年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２

四半期会計期間末日における単体の損益計算書に記載

される経常損益を損失としないこと。

　

１．コミットメントライン契約等

　当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効率

的な調達を行うため、一部の取引銀行とコミットメン

トライン契約及び当座貸越契約を締結しております。

これらの契約に基づく当第１四半期会計期間末の借入

未実行残高は以下のとおりであります。　

コミットメントライン及び

当座貸越極度額の総額
5,750,000千円

借入実行残高 3,066,650千円

差引額 2,683,350千円

　 

２．財務制限条項　

　当社は、匿名組合契約に基づく権利の立替資金の効率

的な調達を行うため一部の取引銀行とコミットメント

ライン契約及び当座貸越契約を締結しておりますが、

以下のとおり、財務制限条項が付されているものがあ

ります。　

①　コミットメントライン契約（平成23年10月契約、借

入実行残高　1,766,650千円）

(ⅰ) 平成23年９月期末日以降の各事業年度末日及び

各第２四半期会計期間末日における単体の貸

借対照表に記載される純資産の部の合計金額

を、平成22年９月期末日における単体の貸借対

照表に記載される純資産の部の合計金額の

75％に相当する金額以上に維持すること。

(ⅱ) 平成23年９月期末日以降の各事業年度末日及び

各第２四半期会計期間末日における単体の損

益計算書に記載される経常損益を損失としな

いこと。　

②　当座貸越契約（平成23年11月契約、借入実行残高　

500,000千円）　

(ⅰ) 単体の各年度の第１四半期、第２四半期、第３四

半期及び本決算期の各末日における単体の貸

借対照表の純資産の部の金額を、平成23年９月

の末日における単体の貸借対照表の純資産の

部の金額の75％以上に維持すること。　

(ⅱ) 単体の各年度の第２四半期及び本決算期の損益

計算書における経常損益について損失を計上

しないこと。
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（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次の

とおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次の

とおりであります。

役員報酬 32,200千円

給料手当 37,634

地代家賃 18,868

賞与引当金繰入額 10,762

支払報酬 15,058

法定福利費 8,606

役員報酬 28,650千円

給料手当 52,765

支払報酬 31,896

地代家賃 23,920

賞与引当金繰入額 15,006

人材採用費 12,022
　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係

る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

前第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　5,323千円 減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　3,997千円

　

　　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月22日

定時株主総会
普通株式 153,912 125平成22年9月30日平成22年12月24日利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、株式上場に伴う記念配当30円が含まれております。

　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月22日

定時株主総会
普通株式 172,926 70平成23年９月30日平成23年12月26日利益剰余金
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（金融商品関係）

  金融商品の当四半期貸借対照表計上額と時価との差額および前事業年度に係る貸借対照表計上額と時価との差額

に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。なお為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象か

ら除いております。　

　

（持分法損益等）

該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

    Ⅰ  前第１四半期累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　    当社は、タックス・リース・アレンジメント事業に加え、その他事業（銀行代理業、保険仲立人業、Ｍ＆Ａ仲介

業）を遂行しておりますが、最高意思決定機関である取締役会において、業績の評価は、事業セグメントに区分せ

ず、単一の事業として行っております。

　　　これは、いずれの事業も販売先に重要な差異はなく、共通の販売体制によっていること、また管理体制についても

共通の部署が担当していることから、業績の評価を事業セグメントに区分する重要性が乏しく、自社の組織構造

において事業セグメントに区分していないためです。

　　　そのため、報告セグメントが単一セグメントとなりますので、報告セグメントの売上高及び利益等の各情報につき

ましては、記載を省略しております。　

　

    Ⅱ  当第１四半期累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

　    当社は、タックス・リース・アレンジメント事業に加え、その他事業（銀行代理業、保険仲立人業、Ｍ＆Ａアドバ

イザリー業(注）、金融商品仲介業）を遂行しておりますが、最高意思決定機関である取締役会において、業績の

評価は、事業セグメントに区分せず、単一の事業として行っております。

　　　これは、いずれの事業も販売先に重要な差異はなく、共通の販売体制によっていること、また管理体制についても

共通の部署が担当していることから、業績の評価を事業セグメントに区分する重要性が乏しく、自社の組織構造

において事業セグメントに区分していないためです。

　　　そのため、報告セグメントが単一セグメントとなりますので、報告セグメントの売上高及び利益等の各情報につき

ましては、記載を省略しております。

　

　　(注）　当第１四半期累計期間に、Ｍ＆Ａ仲介業から名称変更しております。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 28円24銭 2円97銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額                  （千円）208,650 22,034

普通株主に帰属しない金額          （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額    （千円） 208,650 22,034

普通株式の期中平均株式数           （株） 7,387,494 7,411,147

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 26円58銭 2円85銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額                （千円） － －

普通株式増加数                     （株）462,528 317,140

（うち新株予約権）                 （株）(462,528) (317,140)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったもの

の概要

‾ ‾

(注）当社は、平成23年４月１日付で、普通株式１株につき２株の株式分割を実施し、また、平成23年11月１日付で、普通

株式１株につき３株の株式分割を実施しております。１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額については、これらの株式分割が、前事業年度の期首に行われたと仮定し、算定しております。

　

（会計方針の変更）　

　当第１四半期会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号  平成22年６月30日）及

び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号  平成22年６月30日）を適用しておりま

す。この適用により、平成23年４月１日および平成23年11月１日に行った株式分割は、前事業年度の期首に行われたと仮

定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

　なお、これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前第１四半期累計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額は、以下のとおりであります。

　１株当たり四半期純利益金額　　169円46銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　159円48銭
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（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

（コミットメントライン契約の締結）

当社は、新たに平成24年１月26日付で株式会社みずほ銀行とコミットメントライン契約を締結いたしました。当

該契約の概要は以下のとおりです。　

　資金の使途 事業資金

　設定した資金調達枠 総額15億円

　契約締結日 平成24年１月26日

　借入利率 短期プライムレート

　コミットメント期間 平成24年１月26日～平成25年１月25日

　担保提供資産 無担保

  財務制限条項

当社は、みずほ銀行に対して、本約定締結日以降の各事業年度におけ

る単体の本決算及び第２四半期決算において、次の各号に示すことを

保証する。

①　純資産の部の金額を平成23年９月期決算における純資産の部の金

額の75％以上に維持すること。

②　経常損益を黒字に維持すること。　

　

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 　該当事項はありません。　
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　 　

　

　 平成24年２月13日

株式会社　ＦＰＧ 　

　 取締役会　御中　　
　

　 新日本有限責任監査法人 　
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 古谷　伸太郎　

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 長南　伸明　

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＰＧの

平成23年10月１日から平成24年９月30日までの第11期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＰＧの平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第

１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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